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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に軟磁性下地層を介して垂直記録層が形成された垂直磁気記録媒体において、
　前記基板と軟磁性下地層との間に形成された非晶質層或いは微結晶質層を有し、
　前記軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層、第二非晶質軟磁性層、及び前記第一非晶質
軟磁性層と第二非晶質軟磁性層との間に形成された非磁性層を有し、
　前記第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層は、基板の半径方向に付与された一軸
異方性を有し、かつ反強磁性的に結合していることを特徴とする垂直磁気記録媒体。
【請求項２】
　前記非晶質層或いは微結晶質層は、Ｎｉ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｈｆ
、Ｓｉ及びＢからなる群のうち少なくとも二種以上の金属を含む合金を含有すること特徴
とする請求項１記載の垂直磁気記録媒体。
【請求項３】
　前記第一非晶質軟磁性層と非磁性層との間に第一の強磁性層を有し、前記第二非晶質軟
磁性層と非磁性層との間に第二の強磁性層を有することを特徴とする請求項１記載の垂直
磁気記録媒体。
【請求項４】
　基板上に軟磁性下地層を介して垂直記録層が形成された垂直磁気記録媒体において、
　前記基板と軟磁性下地層との間に形成された非晶質層或いは微結晶質層を有し、
　前記軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層、第二非晶質軟磁性層、及び前記第一非晶質
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軟磁性層と第二非晶質軟磁性層との間に形成された非磁性層を有し、
　前記第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層は、基板の半径方向に付与された一軸
異方性を有し、
　基板の半径方向に磁界を印加して測定した前記軟磁性下地層の磁化曲線は、ゼロ磁界を
含むある磁界範囲で安定な磁化レベルを有するステップ状の形状を有し、さらに負磁界側
の飽和磁化から前記磁化レベルへ遷移する磁界の絶対値と、正磁界側の飽和磁化から前記
磁化レベルへ遷移する磁界の絶対値がほぼ同じであることを特徴とする垂直磁気記録媒体
。
【請求項５】
　前記第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層は、反強磁性的に結合していることを
特徴とする請求項４記載の垂直磁気記録媒体。
【請求項６】
　前記非晶質層或いは微結晶質層は、Ｎｉ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｈｆ
、Ｓｉ及びＢからなる群のうち少なくとも二種以上の金属を含む合金を含有すること特徴
とする請求項４記載の垂直磁気記録媒体。
【請求項７】
　前記第一非晶質軟磁性層と非磁性層との間に第一の強磁性層を有し、前記第二非晶質軟
磁性層と非磁性層との間に第二の強磁性層を有することを特徴とする請求項４記載の垂直
磁気記録媒体。
【請求項８】
　基板上に軟磁性下地層を介して垂直記録層が形成された垂直磁気記録媒体において、
　前記基板と軟磁性下地層との間に形成された非晶質層或いは微結晶質層を有し、
　前記軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層、第二非晶質軟磁性層、及び前記第一非晶質
軟磁性層と第二非晶質軟磁性層との間に形成された非磁性層を有し、
　前記第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層は、反強磁性的に結合し、
　前記基板の半径方向に磁界を印加して測定した前記軟磁性下地層の磁化曲線において、
印加磁界を飽和磁化状態から逆の飽和磁化状態へ変化させたときの磁化曲線の微分値は２
つのピークを有し、前記２つのピークは磁界ゼロに対して概ね対称的であり、さらに、印
加磁界を正もしくは負の飽和磁化状態からゼロに変化させたときの磁化曲線の微分値のピ
ークと、ゼロから正もしくは負の飽和磁化状態へ変化させたときの磁化曲線の微分値のピ
ークはほぼ重なっていることを特徴とする垂直磁気記録媒体。
【請求項９】
　前記第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層は、基板の半径方向に付与された一軸
異方性を有することを特徴とする請求項８記載の垂直磁気記録媒体。
【請求項１０】
　前記非晶質層或いは微結晶質層は、Ｎｉ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｈｆ
、Ｓｉ及びＢからなる群のうち少なくとも二種以上の金属を含む合金を含有すること特徴
とする請求項９記載の垂直磁気記録媒体。
【請求項１１】
　前記第一非晶質軟磁性層と非磁性層との間に第一の強磁性層を有し、前記第二非晶質軟
磁性層と非磁性層との間に第二の強磁性層を有することを特徴とする請求項８記載の垂直
磁気記録媒体。
【請求項１２】
　基板上に非晶質層或いは微結晶質層を形成する工程と、
　前記非晶質層或いは微結晶質層上に第一非晶質軟磁性層を形成する工程と、
　前記基板の半径方向に磁界を印加しながら冷却する工程と、
　前記第一非晶質軟磁性層上に非磁性層を形成する工程と、
　前記非磁性層上に第二非晶質軟磁性層を形成する工程と、
　前記第二非晶質軟磁性層上に垂直記録層を形成する工程とを有することを特徴とする垂
直磁気記録媒体の製造方法。
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【請求項１３】
　前記第二非晶質軟磁性層を形成する工程の後に、更に基板の半径方向に磁界を印加しな
がら冷却する工程を有することを特徴とする請求項１２記載の垂直磁気記録媒体の製造方
法。
【請求項１４】
　前記冷却する工程では、１００℃以下に冷却することを特徴とする請求項１２記載の垂
直磁気記録媒体の製造方法。
【請求項１５】
　前記第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層が、基板の半径方向に一軸異方性を付
与され、かつ反強磁性的に結合していることを特徴とする請求項１２記載の垂直磁気記録
媒体の製造方法。
【請求項１６】
　基板上に非晶質層或いは微結晶質層を形成する工程と、
　前記非晶質層或いは微結晶質層上に第一非晶質軟磁性層を形成する工程と、
　前記第一非晶質軟磁性層上に非磁性層を形成する工程と、
　前記非磁性層上に第二非晶質軟磁性層を形成する工程と、
　前記基板の半径方向に磁界を印加しながら冷却する工程と、
　前記第二非晶質軟磁性層上に垂直記録層を形成する工程とを有することを特徴とする垂
直磁気記録媒体の製造方法。
【請求項１７】
　前記非磁性層を強磁性層で挟むことを特徴とする請求項１６記載の垂直磁気記録媒体の
製造方法。
【請求項１８】
　前記非磁性層が、非磁性材と強磁性材との合金を含有することを特徴とする請求項１６
記載の垂直磁気記録媒体の製造方法。
【請求項１９】
　前記第一非晶質軟磁性層を形成する工程の後に、更に基板の半径方向に磁界を印加しな
がら冷却する工程を有することを特徴とする請求項１６記載の垂直磁気記録媒体の製造方
法。
【請求項２０】
　前記冷却する工程では、１００℃以下に冷却することを特徴とする請求項１６記載の垂
直磁気記録媒体の製造方法。
【請求項２１】
　前記第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層が、基板の半径方向に一軸異方性を付
与され、かつ反強磁性的に結合していることを特徴とする請求項１６記載の垂直磁気記録
媒体の製造方法。
【請求項２２】
　垂直磁気記録媒体と、前記垂直磁気記録媒体を記録方向に駆動する駆動部と、記録部と
再生部を備えた磁気ヘッドと、該磁気ヘッドを前記垂直磁気記録媒体に対して相対運動さ
せる手段と、前記磁気ヘッドの信号入力と該磁気ヘッドからの出力信号再生を行うための
記録再生処理手段を有する磁気記録装置において、
　前記垂直磁気記録媒体は、基板上に軟磁性下地層を介して垂直記録層が形成され、前記
基板と軟磁性下地層との間に形成された非晶質層或いは微結晶質層を有し、前記軟磁性下
地層は、第一非晶質軟磁性層、第二非晶質軟磁性層、及び前記第一非晶質軟磁性層と第二
非晶質軟磁性層との間に形成された非磁性層を有し、前記第一非晶質軟磁性層及び第二非
晶質軟磁性層は、基板の半径方向に付与された一軸異方性を有し、かつ反強磁性的に結合
していることを特徴とする磁気記録装置。
【請求項２３】
　前記非晶質層或いは微結晶質層は、Ｎｉ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｈｆ
、Ｓｉ及びＢからなる群のうち少なくとも二種以上の金属を含む合金を含有すること特徴
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とする請求項２２記載の磁気記録装置。
【請求項２４】
　前記第一非晶質軟磁性層と非磁性層との間に第一の強磁性層を有し、前記第二非晶質軟
磁性層と非磁性層との間に第二の強磁性層を有することを特徴とする請求項２２記載の磁
気記録装置。
【請求項２５】
　前記磁気ヘッドの記録部は単磁極ヘッドで構成され、前記磁気ヘッドの再生部は磁気抵
抗効果もしくはトンネル磁気抵抗効果を利用した高感度素子で構成されることを特徴とす
る請求項２２記載の磁気記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気記録媒体および磁気記録装置に関し、特に、高録密度を有する垂直磁気
記録媒体及びその製造方法、その垂直磁気記録媒体を有する磁気記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、磁気ディスク装置の面記録密度は、年率１００％の伸び率で拡大している。とこ
ろが、面記録密度が高まるにつれ、いわゆる熱減磁問題が顕在化し始めるため、従来の面
内記録方式では１平方センチあたり７．７５ガビットを超える面記録密度を達成すること
は難しいと考えられている。
【０００３】
　一方、垂直記録方式では、面内記録方式と異なり、線記録密度を上げるほど隣接ビット
間に働く反磁界が減少し、記録磁化が安定に保たれる特性を有している。さらに、垂直記
録層の下に高い透磁率を有する軟磁性下地層を設けることにより強い記録磁界が得られる
ため、垂直記録層の保磁力を大きくできる。こうした理由により、面内記録方式の熱揺ら
ぎ限界を超える有力な記録方式として、垂直記録方式が検討されている。
【０００４】
　垂直記録方式において、高密度記録を実現するためには、軟磁性下地層と垂直記録層で
構成される二層垂直記録媒体と単磁極型ヘッドとの組合せが有効である。しかしながら、
二層垂直記録媒体は飽和磁束密度（Ｂｓ）の高い軟磁性下地層を有するため、例えば、以
下（１）～（３）の点が改善すべき点として指摘されている。（１）軟磁性下地層の磁壁
から発生する漏洩磁束がスパイク状のノイズとして観測されること。（２）軟磁性下地層
の磁壁が移動することで記録磁化が減磁すること。（３）装置内の浮遊磁界が記録ヘッド
に集中することにより記録ヘッド直下の記録磁化が減磁すること。
【０００５】
　しかも、軟磁性下地層の膜厚は、数十ｎｍ～数百ｎｍと厚いので、軟磁性下地層の表面
平坦性が劣化し、垂直記録層の形成やヘッドの浮上性に悪影響を与える可能性がある。
【０００６】
　こうした問題を解決する手段として、たとえば特開平７－１２９９４６号公報および特
開平１１－１９１２１７号公報に開示されているように、軟磁性下地層と基板との間に硬
磁性ピニング層を設け、軟磁性下地層の磁化を一方向に揃える方法が提案されている。ま
た、特開平６－１０３５５３号公報に開示されているように、磁気スピンの方向をそろえ
た反強磁性との交換結合により軟磁性下地層の磁壁移動を抑止する方法が提案されている
。さらにまた、特開２００１－１５５３２１号公報には、軟磁性下地層を非磁性層で互い
に分離された二層以上の軟磁性層で構成し、軟磁性層の磁化を逆向きにする方法が提案さ
れている。
【特許文献１】特開平７－１２９９４６号公報
【特許文献２】特開平１１－１９１２１７号公報
【特許文献３】特開平６－１０３５５３号公報
【特許文献４】特開２００１－１５５３２２号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、硬磁性ピニング層を設ける方法は、ディスクの内周および外周の端部に磁区
が形成されやすく、その部分からスパイクノイズが観測される可能性がある。また、反強
磁性層により軟磁性下地層の磁壁移動を抑制する方法は、磁壁移動による記録磁化の減磁
を抑制することには効果があるが、磁壁に起因するスパイクノイズを抑制できないと考え
られる。また、積層された軟磁性層の磁化を逆向きにする方法は、スパイクノイズや記録
磁化の減磁の抑制、浮遊磁界耐性の向上に効果がみられる手法ではあるが、基板形状がデ
ィスクの場合には各層が多磁区構造をとりやすく、再生信号の変調が観測されると考えら
れる。さらにまた、これらの方法ではいずれも、軟磁性下地層の表面平坦性やヘッドの浮
上性等の問題については解決されるものではない。
【０００８】
　本発明は、これら課題に鑑みてなされたものであり、再生出力の変動、浮遊磁界による
記録磁化の減磁を抑制し、さらに軟磁性下地層の表面平坦性を向上し、ヘッド浮上性に優
れ、１平方センチあたり７．７５ギガビット以上の記録密度で高い媒体Ｓ／Ｎを有する垂
直磁気記録媒体を提供することを目的とする。また、この媒体を備え、信頼性の高い高密
度磁気記録装置を実現することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述の目的を達成するために、本発明に係る垂直磁気記録媒体は、基板上に軟磁性下地
層を介して垂直記録層が形成され、基板と軟磁性下地層との間に形成された非晶質層或い
は微結晶質層を有し、軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層、第二非晶質軟磁性層、及び
前記第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層との間に形成された非磁性層を有し、第一
非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層は、基板の半径方向に付与された一軸異方性を有
し、かつ反強磁性的に結合している垂直磁気記録媒体を備えることを特徴とする。また、
本発明に係る磁気記録装置は、上述の垂直磁気記録媒体を備えることを主な特徴とする。
【００１０】
　軟磁性下地層の磁化状態を制御し、軟磁性下地層を非晶質層或いは微結晶質層上に形成
することで、再生出力の変動、浮遊磁界による記録磁化の減磁が抑制され、ヘッド浮上性
を向上させることができる。
【００１１】
　また、本発明にかかる垂直磁気記録媒体の製造方法は、基板上に非晶質層或いは微結晶
質層を形成する工程と、非晶質層或いは微結晶質層上に第一非晶質軟磁性層を形成する工
程と、第一非晶質軟磁性層上に非磁性層を形成する工程と、非磁性層上に第二非晶質軟磁
性層を形成する工程と、第二非晶質軟磁性層上に垂直記録層を形成する工程とを有し、第
一非晶質軟磁性層を形成する工程後又は第二非晶質軟磁性層を形成する工程後の少なくと
も一方に、基板の半径方向に磁界を印加しながら冷却する工程を有することを特徴とする
。
【００１２】
　この冷却工程により、ディスク基板の半径方向に一軸異方性をより確実に付与すること
ができる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、スパイクノイズと再生信号の振幅変調の抑制や、浮遊磁界による記録
磁化の減磁の抑制のみならず、スクラッチ耐性に強くヘッド浮上性に優れた垂直磁気記録
媒体を実現できる。また、１平方センチあたり７．７５ギガビット以上の記録密度でエラ
ーレートの低い信頼性に優れ、安定性にも優れた磁気記録装置が実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
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　以下、本発明を適用した磁気記録媒体について詳細に説明する。
　本発明を適用した垂直磁気記録媒体は、基板上に非晶質層或いは微結晶質が形成され、
非晶質層或いは微結晶質上に軟磁性下地層が形成され、軟磁性下地層上に垂直記録層が形
成されている。この軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層と、第二非晶質軟磁性層と、第
一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層との間に形成された非磁性層とを備えている。そ
して、第一非晶質軟磁性層及び第二非晶質軟磁性層は、ディスク基板の半径方向に付与さ
れた一軸異方性を有しており、且つ、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層とは反強
磁性的に結合している。
【００１５】
　ここで、本発明を適用した垂直磁気記録媒体のディスク基板に対し、半径方向に磁界を
印加して測定した前記軟磁性下地層の磁化曲線は、ゼロ磁界を含むある磁界範囲で安定な
磁化レベルを有するステップ状の形状を有する。さらに、負磁界側の飽和磁化から前記磁
化レベルへ遷移する磁界の絶対値と、正磁界側の飽和磁化から前記磁化レベルへ遷移する
磁界の絶対値とが、ほぼ同じである。
【００１６】
　また、本発明を適用した垂直磁気記録媒体のディスク基板に対し、半径方向に磁界を印
加して測定した前記軟磁性下地層の磁化曲線において、印加磁界を飽和磁化状態から逆の
飽和磁化状態へ変化させたときの磁化曲線の微分値は、２つのピークを有している。そし
て、該２つのピークは磁界ゼロに対して概ね対称的である。さらに、印加磁界を正もしく
は負の飽和磁化状態からゼロに変化させたときの磁化曲線の微分値のピークと、ゼロから
正もしくは負の飽和磁化状態へ変化させたときの磁化曲線の微分値のピークとは、ほぼ重
なっている。
【００１７】
　第一非晶質軟磁性層および第二非晶質軟磁性層としては、Ｂｓが少なくとも１テスラ以
上で、ディスク基板の半径方向に一軸異方性が付与されており、ヘッド走行方向に測定し
た保磁力が１．６ｋＡ／ｍ以下で、さらに表面平坦性に優れていれば特に材料を限定する
ものではない。
【００１８】
　具体的には、ＣｏもしくはＦｅを主成分とし、これにＴａ、Ｈｆ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｓｉ、
Ｂ、Ｃ等を添加した非晶質合金を用いると上記特性が得られやすい。その膜厚は２０ｎｍ
以上で用いることにより、保磁力を小さく制御でき、１５０ｎｍ以下で用いることにより
スパイクノイズを抑制でき、かつ浮遊磁界耐性を向上することができる。
【００１９】
　また、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層の磁気モーメントを等しくすると両層
の間で磁束が還流し、両層の磁区状態がより安定化されるので好ましい。
【００２０】
　非晶質層あるいは微結晶質層の材料としては、表面平坦性に優れていれば特に限定する
ものではないが、Ｎｉ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｈｆ、Ｓｉ、Ｂの少なく
とも二種以上の金属を含む合金で構成することが好ましい。より具体的には、ＮｉＴａ、
ＡｌＴｉ，ＡｌＴａ、ＣｒＴｉ、ＣｏＴｉ、ＮｉＴａＺｒ、ＮｉＣｒＺｒ、ＣｒＴｉＡｌ
等を用いることができる。これら材料を用いることで、応力緩和、スクラッチ耐力および
耐食性の向上が図れる。
【００２１】
　また、非晶質層或いは微結晶質層の膜厚は、１ｎｍより厚く１００ｎｍ以下であること
が好ましい。非晶質層或いは微結晶質層の膜厚が１ｎｍよりも薄い場合、ディスク基板の
表面凹凸をカバーすることが十分にできない虞がある。また、非晶質層或いは微結晶質層
の膜厚が１００ｎｍよりも厚い場合、製膜中に基板温度が上昇する虞があり、非晶質層或
いは微結晶質層上に形成する第一非晶質軟磁性層が結晶質化して、特性が劣化してしまう
虞がある。
【００２２】
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　このように、本発明を適用した垂直磁気記録媒体では、非晶質軟磁性層の膜応力が緩和
され、基板のそりが緩やかになるので、浮上性の良い磁気記録媒体となる。また、第一非
晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層は多磁区構造となるものの、スパイクノイズと再生信
号の振幅変調を抑制することができ、信頼性に優れた磁気記録媒体を提供することができ
る。
【００２３】
　図１９に、ガラス基板上に非晶質軟磁性層（ＦｅＣｏＢ）を５０～２００ｎｍ直接形成
した場合と、ガラス基板上に非晶質層（ＮｉＴａＺｒ）を介して非晶質軟磁性層（ＦｅＣ
ｏＢ）を形成した場合の基板のそり量を示す。
【００２４】
　ＦｅＣｏＢの膜厚が厚くなるほど、基板のそり量は大きくなることがわかる。ガラス基
板上に非晶質層を介して形成した場合、直接形成した場合と比較して、そり量が半減する
ことが分かる。
【００２５】
　図２０に、ＦｅＣｏＢ膜厚が２００ｎｍの場合の磁区構造をOptical surface analyzer
で観測した結果を示す。
【００２６】
　ガラス基板上に直接形成した場合は、（ａ）に示すように歪められたような磁区像を示
す。一方、ＮｉＴａＺｒを介して形成したＦｅＣｏＢは、（ｂ）に示すように磁壁が半径
方向に伸びた磁区構造になる。
【００２７】
　ＦｅＣｏＢのように膜応力の大きい材料は、ガラス基板上に直接形成すると、保磁力が
増大し、一軸異方性が小さくなる。ＮｉＴａＺｒ上に形成することによって、膜応力が緩
和し、ＦｅＣｏＢの膜厚によらず半径方向に一軸異方性を付与することができる。
【００２８】
　このように非晶質軟磁性層をガラス基板上に非晶質層を介して形成することによって、
膜応力の緩和、さらには軟磁気特性向上に効果があることが明らかとなった。また、Ｎｉ
、Ａｌ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｈｆ、Ｓｉ、Ｂの少なくとも二種以上の金属を
含む材料、具体的には、例えばＮｉＴａ、ＡｌＴｉ，ＡｌＴａ、ＣｒＴｉ、ＣｏＴｉ、Ｎ
ｉＣｒＺｒ、ＣｒＴｉＡｌ等を用いた場合にも同様の効果が得られる。
【００２９】
　第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層の間に形成する非磁性層は、第一非晶質軟磁
性層と第二非晶質軟磁性層を反強磁性的に結合させる働きがある。非磁性層に用いる材料
としては、両軟磁性層にＣｏを主成分とする非晶質合金を用いる場合にはＲｕやＣｕを、
両軟磁性層にＦｅを主成分とする非晶質合金を用いる場合にはＣｒやＲｕを用いるのが望
ましい。
【００３０】
　非磁性層の膜厚は、両軟磁性層の層間に反強磁性的な結合が得られるように設定すれば
良いが、その最適な膜厚は、両軟磁性層の材料や、形成条件、あるいは形成時の基板温度
によっても異なる。例えば両軟磁性層にＣｏを主成分とする非晶質合金を用い、非磁性層
にＲｕを用いた場合では、Ｒｕ層の膜厚は０．５－１．５ｎｍ程度に設定するのが望まし
い。
【００３１】
　また、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層の層間に働く反強磁性結結合を強くし
たい場合には、非磁性層の部分を、膜厚が１－５ｎｍ程度の薄い強磁性層で挟んだサンド
イッチ構造とすることが効果的である。具体的には、例えばＣｏ／Ｒｕ／Ｃｏ、ＣｏＦｅ
／Ｒｕ／ＣｏＦｅやＦｅ／Ｃｒ／Ｆｅ等の三層膜を用いることができる。或いは、非磁性
層に非磁性材と強磁性材との合金を用いても同様の効果が得られる。具体的には、例えば
ＲｕＣｏ、ＲｕＦｅ等を用いることができる。
【００３２】
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　さらに、第一非晶質軟磁性層形成後にディスク基板を十分冷却する冷却工程を行い、こ
の冷却工程後に非磁性層を形成することにより、より安定して軟磁性層と非磁性層の層間
に反強磁性結合を働かせることができる。
【００３３】
　冷却中は、基板半径方向に磁界を印加することが望ましい。ここで、第一非晶質軟磁性
層の半径方向の磁化が飽和する必要があり、磁界の大きさは少なくともディスク基板上で
４ｋＡ／ｍ以上の磁界が印加されていれば良い。この磁界中冷却工程を行うことにより、
第一非晶質軟磁性層により確実に一軸異方性を付与することができる。
【００３４】
　冷却温度は、第一非晶質軟磁性層の形成時の温度より低く、例えば１００℃程度まで下
げる。また、室温まで冷却することが望ましい。この冷却工程により、軟磁性層と非磁性
層との層間に安定して反強磁性結合を働かせることができる。
【００３５】
　また、ディスク基板を十分冷却する冷却工程は、第二非晶質軟磁性層形成後であっても
良い。この場合、第一非晶質軟磁性層形成後に基板温度が上昇しないような形成プロセス
を用いることが必要である。
【００３６】
　さらにまた、ディスク基板を十分冷却する冷却工程は、第一非晶質軟磁性形成後及び第
二非晶質軟磁性層形成後、２箇所に導入しても良い。この場合、第一及び第二非晶質軟磁
性層により確実に一軸異方性を付与することができる。
【００３７】
　なお、ディスク基板を十分冷却する冷却工程は、非磁性層の形成前に行うことが好まし
い。これは、非磁性層は非常に薄いため、材料の組合せや膜厚、あるいは形成条件によっ
ては形成時に界面拡散が起こる可能性があること、或いは第一及び第二非晶質軟磁性層と
の界面が結晶化して反強磁性的な結合を得ることが困難になるためである。特に、非晶質
層を形成する前のディスク基板温度が非常に高い場合、これらの点に気をつける必要があ
る。
【００３８】
　なお、冷却工程を非磁性層の形成後かつ第二非晶質磁性層の形成後に導入する場合、非
磁性層をＣｏ／Ｒｕ／Ｃｏ等の三層膜、或いは非磁性層にＲｕＣｏ等の合金層とすればよ
い。これにより、非磁性層の界面拡散が十分に抑制されるので、所望の特性が得られる。
【００３９】
　また、垂直記録層と軟磁性下地層との間に中間層を形成することが好ましい。これによ
り、媒体ノイズを抑制することが可能である。中間層としては、非磁性で、非晶質もしく
は六方稠密格子構造や面心立方格子構造の合金を用いることができる。中間層は単層膜で
もよいが、結晶構造の異なる材料を用いた積層膜でもよい。
【００４０】
　垂直記録層としては、ＣｏＣｒＰｔ合金、ＣｏＣｒＰｔＢ合金等のｈｃｐ－Ｃｏ合金膜
やＣｏＣｒＰｔ－ＳｉＯ２等のグラニュラー膜、(Ｃｏ／Ｐｄ)多層膜、(ＣｏＢ／Ｐｄ)多
層膜、（ＣｏＳｉ／Ｐｄ）多層膜、Ｃｏ／Ｐｔ多層膜、(ＣｏＢ／Ｐｔ)多層膜、（ＣｏＳ
ｉ／Ｐｔ）多層膜等の人工格子膜を用いることができる。
【００４１】
　垂直記録層の保護層としては、カーボンを主体とする厚さ２ｎｍ以上、８ｎｍ以下の膜
を形成し、さらにパーフルオロアルキルポリエーテル等の潤滑層を用いることが好ましい
。これにより、信頼性の高い垂直記録媒体が得られる。
【００４２】
　また、本発明による磁気記録装置は、前述した垂直磁気記録媒体と、これを記録方向に
駆動する駆動部と、記録部と再生部からなる磁気ヘッドと、この磁気ヘッドを前記垂直磁
気記録媒体に対して相対運動させる手段と、磁気ヘッドの信号入力と磁気ヘッドからの出
力信号再生を行うための記録再生処理手段を有し、磁気ヘッドの記録部と単磁極ヘッドで
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構成し、磁気ヘッドの再生部を磁気抵抗効果もしくはトンネル磁気抵抗効果を利用した高
感度素子で構成する。これにより、１平方センチあたり７．７５ギガビット以上の面記録
密度で高い信頼性を有する磁気記録装置を実現できる。
　以下、本発明を適用した具体的な実施例について、図面を参照して説明する。
【００４３】
　＜実施例１＞
　図１に、本実施例の垂直磁気記録媒体の層構成を示す。基板１１には２．５インチ型の
ガラスディスクを用い、スパッタリング法により非晶質層１２、第一非晶質軟磁性層１３
、非磁性層１４、第二非晶質軟磁性層１５、中間層１６、垂直記録層１７、保護層１８を
順次形成した。表１に各層の作製に用いたターゲットとＡｒガス圧および膜厚を示す。
【００４４】
【表１】

【００４５】
　まず、基板１１上に非晶質層１２であるＮｉＴａＺｒ、第一非晶質軟磁性層１３である
ＣｏＴａＺｒ或いはＦｅＣｏＢを形成した。次に、ヘリウムガスを用いて基板を約８０℃
まで磁界中冷却し、非磁性層１４であるＲｕ、第二非晶質軟磁性層１５であるＣｏＴａＺ
ｒあるいはＦｅＣｏＢを形成した。さらにヘリウムガスを用いて基板を８０℃まで冷却し
、中間層１６であるＲｕ、記録層１７であるＣｏＣｒＰｔ－ＳｉＯ２を順に形成した。そ
して、保護層１８であるCarbonを形成した。冷却中の磁界の大きさは基板中心で４ｋＡ／
ｍである。その後、パーフルオロアルキルポリエーテル系の材料をフルオルカーボン材で
希釈した潤滑剤を塗布し、表面にバニュッシュをかけて本実施例である垂直記録媒体を作
成した。
【００４６】
　上記実施例の媒体を作製する成膜装置の概略図を図２に示す。製膜装置は、基板を導入
するチャンバ、非晶質層を形成するチャンバ、第一非晶質軟磁性層を形成するチャンバ、
基板半径方向に磁界を印加しながら冷却を施す第一の冷却チャンバ、非磁性層を形成する
チャンバ、第二非晶質軟磁性層を形成するチャンバ、基板半径方向に磁界を印加しながら
冷却を施す第二の冷却チャンバ、中間層を形成するチャンバ、記録層を形成するチャンバ
、保護層を形成するチャンバ、そして基板を搬出するチャンバから構成されている。
【００４７】
　比較として、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層の間の非磁性層にＮｉＴａＺｒ
を形成した媒体Ｖと、軟磁性層にＦｅＡｌＳｉを形成した媒体Ｗを用意した。比較例の媒
体のその他の層構成は本実施例と同じである。
【００４８】
　図３（ａ）に振動試料型磁力計（ＶＳＭ）で測定した、実施例における軟磁性下地層の
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磁化曲線の一例を示す。
【００４９】
　ディスク基板の半径方向に磁界を印加して測定した本実施例の磁化曲線は、ゼロ磁界を
含むある磁界範囲で安定な磁化レベル（第一非晶質軟磁性層の磁化と第二非晶質軟磁性層
の磁化が反平行の状態：II）を有するステップ状の形状をしており、さらに負磁界側の飽
和磁化（I）から前記磁化レベルへ遷移する磁界の絶対値と、正磁界の飽和磁化（III）か
ら前記磁化レベルへ遷移する磁界の絶対値がほぼ同じ値である特徴を持つ。
【００５０】
　また、ディスク基板の円周方向に磁界を印加して測定した磁化曲線は、磁界とともに磁
化がほぼ直線的に変化する。
【００５１】
　半径方向に磁界を印加して測定した（ａ）の磁化曲線を磁界について微分した結果を図
３（ｂ）に示す。この微分値は印加磁界を正から負、そして負から正に変化させたときに
４つのピークを有する。印加磁界を正の飽和磁化からゼロへ、またゼロから正の飽和磁化
へ変化させたときに見られる２つのピークはほぼ重なっており、印加磁界を負の飽和磁化
からゼロへ、ゼロから負の飽和磁化へ変化させたときに見られる２つのピークと、磁界ゼ
ロに対しておおむね対称的になっている。
【００５２】
　図３（ｂ）に示すような微分曲線を持つ軟磁性下地層は、本実施例のように、第一非晶
質軟磁性層および第二非晶質軟磁性層が基板半径方向に一軸異方性を有しており、かつ第
一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層とが互いに反強磁性的に結合している。
【００５３】
　正磁界側に見られる２つのピークの絶対値の中心の値が、（ａ）で示す遷移磁界（磁化
レベルが遷移する磁界で以下反強磁性結合磁界Ｈｅｘと記す）である。
【００５４】
　この２つのピークが現れる範囲では、両層の磁化は反強磁性的に結合しているため、外
部磁界に対する磁化状態の変化を抑制することができる。
【００５５】
　図４は比較例：媒体Ｖの磁化曲線を、図５は比較例：媒体Ｗの半径方向に磁界を印加し
て測定した磁化曲線をそれぞれ磁界について微分した曲線を示す。
【００５６】
　図４の微分値は図３（ｂ）と異なり、磁界を正の飽和磁化から負の飽和磁化へ変化させ
たときに、ゼロ磁界近傍に1つのピークが見られる。このような曲線をもつ軟磁性下地層
は、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層が一軸異方性を有してはいるものの、両非
晶質軟磁性層は互いに反強磁性的に結合していないことが特徴であり、小さな外部磁界に
対し磁化状態が変化してしまう。
【００５７】
　また、図５に示す微分値は、実施例の媒体と同様に４つのピークを有しているが、正磁
界側或いは負磁界側にみられる２つのピークは重なっておらず、磁界ゼロに対して対称に
なっていない。このような曲線をもつ軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質
軟磁性層とは互いに反強磁性的に結合しているものの、磁化の方向はランダムで半径方向
に平行に向いていない、言い換えれば一軸異方性が半径方向に付与されていないことが特
徴であり、実施例の媒体Ａと比較してＨｅｘが小さく浮遊磁界耐性に弱い。
【００５８】
　図６に、図３ないし図５の微分曲線から予想される第二非晶質軟磁性層の残留磁化状態
の模式図を示す。
【００５９】
　本実施例の媒体Ａの第一非晶質軟磁性層１３の磁化はおおむね半径方向に平行に向いて
おり、第二非晶質軟磁性層１５の磁化は第一非晶質軟磁性層１３の磁化と反対の方向に向
いている。しかしながら磁化の方向は一方向に揃っていないため、両層は多磁区状態とな
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っていると考えられる。
【００６０】
　また、比較例の媒体Ｗにおいては、第一軟磁性層の磁化と第二軟磁性層の磁化は互いに
反平行になっているものの、その方向はランダムであり、本実施例の媒体Ａと比較して細
かな磁区状態になっていると考えられる。
【００６１】
　図７に本実施例の媒体Ａと比較例の媒体Ｖにおけるスパイクノイズマップを示す。ここ
ではスピンスタンドとデジタルオシロスコープを用い、ディスク半径１６－３０ｍｍの範
囲を１００μｍピッチで評価した。比較例の媒体Ｖでは、磁壁に起因すると思われる大き
なスパイクノイズに加え、点状に分布するスパイクノイズが観察されたが、本実施例の媒
体Ａでは、明瞭なスパイクノイズは確認されなかった。
【００６２】
　このように、本実施例の軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層１３および第二非晶質軟
磁性層１５がいずれも多磁区状態となっているものの、層間で磁束が還流するためスパイ
クノイズの抑制に大きな効果があることがわかった。
【００６３】
　次に、表２に、本実施例で検討した媒体のスパイクノイズ評価および再生信号の振幅変
調評価をまとめた。
【００６４】
【表２】

【００６５】
　本実施例の媒体Ａ～Ｄ及び比較例の媒体Ｗのスパイクノイズに関しては明瞭なものは観
察されず、第一非晶質軟磁性層１３と第二非晶質軟磁性層１５の磁化が層間の反強磁性的
な交換結合により互いに反平行になっていることの効果が見られた。しかしながら、媒体
Ｖ及び媒体Ｗでは、再生信号の振幅変調が観察された。
【００６６】
　次に媒体Ａ、媒体Ｖおよび媒体Ｗの浮遊磁界耐性を評価した。図８に示すように媒体上
部にコイルを配置し、コイルに電流を流すことにより媒体に磁界を印加し、その外部磁界
に対し再生出力信号がどのように変化するかを調べた。
【００６７】
　図９に評価結果を示す。出力が１０％低下する外部磁界は、媒体Ｖ（比較例）が１．０
ｋＡ／ｍであり、両層が反強磁性結合している媒体Ｗでは２．２ｋＡ／ｍであった。一方
、本発明を適用した媒体Ａでは約４．０ｋＡ／ｍとなり、外部磁界耐性が向上しているこ
とが分かった。
【００６８】
　なお、本実施例では非晶質層にＮｉＴａＺｒを用いているが、Ｎｉ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｔａ
、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｈｆ、Ｓｉ、Ｂの少なくとも二種以上の金属を含む材料、具体的に
は、例えばＮｉＴａ、ＡｌＴｉ，ＡｌＴａ、ＣｒＴｉ、ＣｏＴｉ、ＮｉＣｒＺｒ、ＣｒＴ
ｉＡｌ等を用いた場合にも同様の効果が得られることが分かっている。
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【００６９】
　このように、本発明の軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層および第二非晶質軟磁性層
の磁化の向きが互いに反平行にあり、かつ、両層の磁気モーメントを等しくすることによ
り層間で磁束が還流するため、スパイクノイズおよび再生信号の振幅変調の抑制に大きな
効果があることが明らかとなった。さらに、第一非晶質軟磁性層および第二非晶質軟磁性
層の半径方向に一軸異方性を付与し、保磁力を小さくすることで浮遊磁界耐性の向上に効
果があることが明らかとなった。
【００７０】
　＜実施例２＞
　実施例１の媒体Ａと同じ層構成の媒体を用いて、冷却のタイミングと、第一及び第二非
晶質軟磁性層に働く反強磁性結合磁界Ｈｅｘの大きさの関係を調べた。
【００７１】
　図１０に、本実施例と比較例の媒体を作製する成膜工程の概略図を示す。
　成膜工程（１）は、本実施例の媒体Ａを作製する工程で、第一非晶質軟磁性下地層１３
を形成する工程と非磁性層１４を形成する工程の間に冷却工程を設けている。
【００７２】
　比較例の媒体を作製するための成膜工程（２）は、冷却工程が非磁性層１４を形成する
工程と第二非晶質軟磁性層１５を形成する工程の間に設けられている。
【００７３】
　成膜工程（３）は、第二非晶質軟磁性層１５を形成する工程と中間層１６を形成する工
程の間に冷却工程を設けている。
【００７４】
　冷却ユニットは対向する２枚の銅製冷却板とディスク基板に磁界を印加するためのコイ
ルから構成される。本実施例では冷却板を－１００℃まで下げ、約２００Ｐａの水素もし
くはヘリウム雰囲気で５秒間の磁界中冷却を行った。冷却時の磁界はディスク基板径方向
に印加し、磁界の極性はＤＣマグネトロンスパッタカソードからの漏れ磁界の極性と同じ
とし、磁界の大きさはディスク基板上で４ｋＡ／ｍから８ｋＡ／ｍの範囲となるように設
定した。
【００７５】
　表３に、本実施例と比較例の媒体のスパイクノイズ評価および再生信号の振幅変調評価
、および面内３２箇所測定したＨｅｘの平均値と面内ばらつきをまとめた。磁界中冷却を
行った本実施例の媒体Ａと比較例の媒体Ｅ及びＦは、冷却工程のタイミングにかかわらず
いずれもスパイクノイズに関しては明瞭なものは観察されなかった。しかし、磁界を印加
しないで（無磁界中）冷却を施した比較例の媒体Ｇと、冷却をまったく施さなかった媒体
Ｈは、スパイクノイズが多数観察され、さらに再生信号の振幅変調も大きかった。
【００７６】
【表３】

【００７７】
　図１１に上記媒体と第一及び第二非晶質軟磁性層に働く反強磁性結合磁界Ｈｅｘの関係
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を示す。図中には面内３２箇所のばらつきを併せて示した。
【００７８】
　本実施例の媒体Ａが最も大きいＨｅｘが得られ、面内分布も約１７％と小さいことが分
かる。一方、磁界中冷却を施した比較例の媒体Ｅ及びＦは、媒体Ａに比較してＨｅｘが小
さく、面内分布も大きい。このことから大きなＨｅｘを得るためには、第一非晶質軟磁性
層を形成した後に、磁界中冷却を施すことが最も効果があることが分かった。
【００７９】
　また、成膜工程（３）で無磁界中冷却を施した媒体Ｇは、同じ成膜工程（３）で磁界中
冷却を施した媒体Ｆと同程度のＨｅｘを得られているものの、そのばらつきは０～１９Ｏ
ｅと極端に大きく、反強磁性的な結合が部分的に得られていないことがわかった。
【００８０】
　また、冷却を施さなかった媒体Ｈに関しては、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性
層との間の交換結合が殆ど得られていないことが明らかになった。
【００８１】
　図１２に媒体Ａと媒体Ｇ、及び媒体Ｈの第二非晶質軟磁性層の磁区構造をオプティカル
・サーフェス・アナライザーにより観察した結果を示す。ここでは中間層１６、垂直記録
層１７を形成していない試料を用いた。
【００８２】
　本実施例の媒体Ａにおいては、第二非晶質軟磁性層の磁区イメージにコントラストが異
なる領域が見られ、多磁区構造となっていることがわかる。磁区の領域は比較的大きく、
安定した磁区状態である。
【００８３】
　一方、媒体Ｇ及び媒体Ｈは、単層膜で見られるような、基板半径方向に磁壁が伸びた磁
区イメージが観察され、磁区構造からも第一及び第二非晶質軟磁性層に働く反強磁性的な
結合が部分的に壊れていることがわかった。
【００８４】
　このように、本発明の製造方法で作成された軟磁性下地層は、第一非晶質軟磁性層と第
二非晶質軟磁性層に働く反強磁性結合磁界が大きく、かつ面内分布も小さくために、スパ
イクノイズおよび再生信号の振幅変調の抑制に大きな効果があることが明らかとなった。
【００８５】
　＜実施例３＞
　図１３に本実施例の垂直磁気記録媒体の層構成を示す。基板１３０には２．５型のガラ
スディスクを用い、スパッタリング法により非晶質層１３１、第一非晶質軟磁性層１３２
、第１の強磁性層１３３、非磁性層１３４、第２の強磁性層１３５、第二非晶質軟磁性層
１３６を順次形成し、磁界中で約１００℃まで冷却を行った。その後、中間層１３７、垂
直記録層１３８、保護層１３９を順次形成した。
【００８６】
　冷却時の磁界は、ディスク基板の半径に沿って外周から内周に向いており、その大きさ
はディスク基板上で４ｋＡ／ｍから８ｋＡ／ｍの範囲であった。
【００８７】
　表４に各層の作製に用いたターゲットとＡｒガス圧および膜厚を示す。潤滑層にはパー
フルオロアルキルポリエーテル系の材料をフルオロカーボン材料で希釈し塗布した。
【００８８】
　上記実施例の媒体を作製する成膜装置の概略図を図１４に示す。本実施例の製膜装置は
、基板を導入するチャンバ、非晶質層を形成するチャンバ、第一非晶質軟磁性層を形成す
るチャンバ、強磁性層を形成するチャンバ、非磁性層を形成するチャンバ、第二非晶質軟
磁性層を形成するチャンバ、基板半径方向に磁界を印加しながら冷却を施す冷却チャンバ
、中間層を形成するチャンバ、記録層を形成するチャンバ、保護層を形成するチャンバ、
そして基板を搬出するチャンバから構成されている。
【００８９】
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　本実施例における冷却工程のタイミングは、第二非晶質軟磁性層１３６形成する工程と
非磁性層１３７を形成する工程の間にあり、実施例２の図１０の成膜工程（３）と同じで
ある。
【００９０】
【表４】

【００９１】
　本実施例の軟磁性下地層の磁化曲線では、実施例１の場合と同様にディスク半径方向に
磁界を印加した場合、ゼロ磁界を含むある磁界範囲で安定は磁化レベルを有するステップ
状の形状を示した。
【００９２】
　表５に本実施例で検討した媒体Ｉ及び媒体Ｊと、実施例１の媒体Ｄの第一非晶質軟磁性
層と第二非晶質軟磁性層の間に働く反強磁性結合磁界の大きさと、スパイクノイズ評価お
よび再生信号の振幅変調評価をまとめた。
【００９３】
　表５に示すように媒体Ｉ及び媒体Ｊの反強磁性結合磁界の大きさＨｅｘは、実施例１の
媒体Ｄと同等の値を示した。実施例２の媒体Ａと媒体ＦのＨｅｘの値を比較すると、冷却
工程のタイミングを図１０における（１）から（３）に変えることによって、Ｈｅｘは２
３Ｏｅから１５Ｏｅに低減している。
【００９４】
　本実施例の媒体Ｉ及び媒体Ｊにおいて、冷却工程のタイミングを図１０における（３）
と同様に、第二非晶質軟磁性層の形成後に行ったにもかかわらずＨｅｘの低下が見られな
いということは、第一非晶質軟磁性層と第二非晶質軟磁性層の間に形成したＣｏＦｅ／Ｒ
ｕ／ＣｏＦｅ三層膜あるいはＲｕＦｅが安定に存在することを示しており、言い換えれば
本実施例の媒体は、非磁性層と強磁性層との界面、あるいは非晶質軟磁性層と非磁性層と
の界面の耐熱性が向上していることを示している。
【００９５】

【表５】
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【００９６】
　次に本実施例の媒体ＩとＪ、および実施例１で述べた媒体Ｄを用いて耐熱性を評価した
。図１５に評価結果を示す。
【００９７】
　Ｈｅｘは膜形成時の値で規格化している。温度が高くなるにつれＨｅｘは低下する。２
５０℃でのＨｅｘの低下率は、媒体Ｄが０．６２に対し、第一非晶質軟磁性層と第二非晶
質軟磁性層の間にＣｏＦｅ／Ｒｕ／ＣｏＦｅを形成した媒体Ｉでは０．８２、Ｒｕの代わ
りにＲｕＦｅを用いた媒体Ｊでは約０．７９と、いずれも媒体Ｄに比較して耐熱性が向上
していることがわかる。
【００９８】
　本実施例では、冷却工程を第二非晶質軟磁性層の形成工程と中間層の形成工程の間に設
けているが、必ずしもこのタイミングに導入する必要はなく、例えば、中間層の形成温度
を高温で、記録層の形成温度を低温にしたい場合にはこの間に冷却工程を設けることも可
能である。また、記録層を形成した後に加熱処理を施さなければならない場合には、冷却
工程を記録層の熱処理工程と保護層の形成工程の間に設けることも可能である。
【００９９】
　このように本実施例の垂直記録媒体の製造方法は、冷却工程のタイミングを媒体形成プ
ロセスによって、第二非晶質軟磁性層形成後や、或いは垂直記録層形成後に設けることが
可能である。特に、中間層或いは垂直記録層の形成温度を高くした媒体と組み合わせる場
合には、垂直記録媒体の製造コストの低減が可能となる。 
【０１００】
　＜実施例４＞
　実施例１で述べた本実施例の媒体Ｂと、媒体Ｂと同じ構成で非晶質層にＮｉＣｒＺｒを
用いた媒体ＫとＡｌＴｉを用いた媒体Ｌ、比較例として基板上に直接第一非晶質軟磁性層
を形成した媒体Ｘと、結晶質ＮｉＣｒ層上に第一非晶質軟磁性下地層を形成した媒体Ｙを
用いて、スパイクノイズ評価および再生信号の振幅変調評価を行った。その結果を表６に
まとめる。基板上に直接軟磁性下地層を形成した媒体Ｘには再生信号の振幅変調がみられ
たが、いずれもスパイクノイズは抑制されていた。
【０１０１】
【表６】

【０１０２】
　本実施例の媒体Ｋと比較例の媒体Ｘ、媒体Ｙについて耐食試験を行った。試験の条件は
、湿度１００％、温度６０℃で、試験期間は１週間である。
【０１０３】
　図１６は試験後の基板表面をオプティカル・サーフェス・アナライザーにより観察した
像である。白く見える領域が媒体表面の腐食を示している。基板の上に直接軟磁性下地層
を形成した媒体Ｘは基板前面に腐食が見られた。これに対し、基板と軟磁性下地層との間
に結晶質層或いは非晶質層を挿入することで、耐食性は改善されている。最も耐食性が良
好なのは非晶質層上に軟磁性下地層を形成した媒体Ｂであることが確認できた。また本実
施例の媒体Ｂ或いは媒体Ｌにおいても媒体Ｋと同様の効果が見られている。
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【０１０４】
　次に、上記媒体と、記録用にトラック幅が０．２５μｍの単磁極ヘッド、再生用にシー
ルド間隔が０．０８μｍでトラック幅が０．２２μｍのGMRヘッドを用いて、ヘッド浮上
量が１０ｎｍの条件で記録再生を行った。
【０１０５】
　信号の再生波形をEEPR4系の信号処理回路を通してエラーレート評価を行ったところ、
１平方センチあたり７．７５ギガビットの面記録密度の条件で媒体Ｂ、媒体Ｋ及び媒体Ｌ
は１０－6以下のエラーレート値が、媒体Ｘ及び媒体Ｙでは１０－5程度のエラーレート値
が得られ、非晶質上に軟磁性下地層を形成して作製した本実施例の媒体の方が、一桁低い
エラーレートを得られることがわかった。
【０１０６】
　なお、この評価に用いた記録再生分離型ヘッドは、主磁極、記録コイル、補助磁極兼上
部シールド、ＧＭＲ素子および下部シールドを有してなる周知の構成を持つものである。
【０１０７】
　さらに、上記媒体についてそれぞれ同じものを４枚作製し、浮上性について評価した。
その結果を図１７に示す。非晶質上に軟磁性下地層を形成することによって、浮上性が向
上することが確認できた。
【０１０８】
　次に、本発明による磁気記録装置の一実施例を図１８により説明する。この装置は、垂
直磁気記録媒体１８１と、これを駆動する駆動部１８２と、磁気ヘッド１８３およびその
駆動手段１８４と、磁気ヘッドの記録再生処理手段１８５を有してなる一般的な構成を持
つ磁気記録装置である。ここで用いる磁気ヘッドは、磁気ヘッドスライダの上に形成され
た記録再生分離型の磁気ヘッドである。単磁極型の記録ヘッドのトラック幅は０．２２μ
ｍ、再生用のＧＭＲヘッドのシールド間隔は０．０８μｍ、トラック幅は０．２μｍであ
る。上述した実施例１の媒体Ａを組込んでヘッド浮上量１０ｎｍの条件で記録再生特性を
評価したところ、１０℃から５０℃の温度範囲において、１平方センチあたり７．７５ギ
ガビットの面記録密度の記録再生特性仕様を十分満たした。
【０１０９】
　＜実施例５＞
　実施例４の磁気記録装置と同様な構成で、再生ヘッドにトンネル磁気抵抗効果を利用し
た高感度素子を用いた磁気記録装置に、実施例１の媒体Ａを組込んでヘッド浮上量８ｎｍ
の条件で記録再生評価をしたところ、１０℃から５０℃の測定範囲において、1平方セン
チあたり８．１４ギガビットの面記録密度の記録再生特性仕様を十分満たした。なお、こ
の評価に用いた磁気トンネル効果を利用した高感度素子は、上部磁極、反強磁性層、磁区
固定層、絶縁層、磁化自由層および下部磁極を有してなる周知の構成を持つものである。
【図面の簡単な説明】
【０１１０】
【図１】一実施例の垂直記録媒体の層構成を示す図。
【図２】一実施例の媒体を作製する成膜装置の概略図。
【図３】一実施例（媒体Ａ）の軟磁性下地層の磁化曲線と半径方向に磁界を印加して測定
した磁化曲線を磁界で微分した曲線を示す図。
【図４】一比較例（媒体Ｖ）の軟磁性下地層の半径方向に磁界を印加して測定した磁化曲
線を磁界で微分した曲線を示す図。
【図５】一比較例（媒体Ｗ）の軟磁性下地層の半径方向に磁界を印加して測定した磁化曲
線を磁界で微分した曲線を示す図。
【図６】一実施例の媒体Ａと比較例の媒体Ｗの軟磁性下地層の磁化状態の模式図。
【図７】一実施例の媒体Ａと比較例の媒体Ｖのスパイクノイズ分布を示す図。
【図８】浮遊磁界耐性の評価方法の模式図。
【図９】外部磁界と規格化した再生出力との関係を示す図。
【図１０】軟磁性下地層を冷却するための冷却工程のタイミングを示す図。
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【図１１】一実施例の媒体と反強磁性結合磁界Ｈｅｘとの関係を示す図。
【図１２】一実施例の媒体Ａと比較例の媒体Ｇ及びＨの第二非晶質軟磁性層の磁区構造を
示す図。
【図１３】一実施例の垂直記録媒体の層構成を示す図。
【図１４】一実施例の媒体を作製する成膜装置の概略図。
【図１５】反強磁性結合磁界Ｈｅｘの温度変化を示す図。
【図１６】一実施例の媒体Ｋと比較例の媒体Ｘ及びＹの耐食性評価後の媒体表面を示す図
。
【図１７】一実施例の媒体の浮上性を示す図。
【図１８】(a)は本発明の一実施例の磁気記録装置の平面模式図、(b)はそのA-A'縦断面図
。
【図１９】ＦｅＣｏＢの膜厚とガラス基板のそり量の関係を示した図。
【図２０】軟磁性層の磁区構造を示す図。
【符号の説明】
【０１１１】
１１，１３０…基板、１２，１３１…非晶質層、１３，１３２…第一非晶質軟磁性層、１
４，１３４…非磁性層、１５，１３６…第二非晶質軟磁性層、１６，１３７…中間層、１
７，１３８…垂直記録層、１８，１３９…保護層、１３３…第１の強磁性層、１３５…第
２の強磁性層、１８１…垂直磁気記録媒体、１８２…磁気記録媒体駆動部、１８３…磁気
ヘッド、１８４…磁気ヘッド駆動部、１８５…記録再生処理系

【図１】 【図２】

【図３】
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